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【あらまし】

①職員Ａは、平成 12年 11 月 16日、韓国企業の

グループ会社として同年 9 月に設立されたばか

りの会社の事業開発部長として年俸 1,300 万円

という高給をもって採用された。

②上記採用当時、会社には少数の従業員しかおら

ず、就業規則は作成されていなかったが、就労開

始当日、（11/27）職員Ａが会社の求めに応じて署

名押印の上提出した「誓約書」には、「試用期間

中、本人の実務修習状況と、素質を勘案して会社

が辞退を勧告した場合は、無条件、即時辞退する

こと」と記載されていた。

③ところが、その後平成 13年 1月 24 日、会社は

職員Ａに対し、解雇する旨を口頭で告知した。そ

こで、職員Ａが本件解約告知は無効であると主張

し、裁判所に雇用契約上の地位確認等を求めて提

訴したのが本件である。

④本件の訴訟において会社側は、会社は職員Ａに

対し、3か月の試用期間を定めることを説明し、

職員Ａがこれを了承したのであって、本件解約告

知は試用期間中の本採用拒否であるところ、職員

Ａは営業統括責任者として高給で採用されたに

もかかわらず、業務遂行状況が著しく不良であ

り、事業開発部長として不適格であったうえ、採

用の際提出した職務経歴書も虚偽または不正確

なものであり、本件解約告知は有効であると主張

した。

⑤これに対し、職員Ａは、会社から試用期間の説

明など受けておらず、上記「誓約書」にも試用期

間の長さが示されていないことを理由として、試

用期間の合意は成立していないと主張するとと

もに、本件解約告知は事実に基づかない理由か解

雇の理由にならない事実に基づくものであり、権

わたくしたちは、“ヒト”に関する重要課題の提言を通じて、皆様方の経営をご支援申し上げています！

★★★★★ 労務トラブル ワンポイントアドバイス 2016年 4月号★★★★★

ＰＯＩＮＴ 中途採用者を試用期間中に解雇（留保解約権の行使）することはできるか

利の濫用として無効であると主張した。

【結果】

本件解約告知は、試用期間中の本採用拒否である

が、合理的な理由に基づかず無効であるとされ

た。

【要点】

①職員が会社に雇用される前に数社を転職して

おり、その中に試用期間が設けられているものが

あったこと、職員Ａが提出した「誓約書」には、

試用期間の存在を前提とする記載があったにも

かわわらず職員Ａがその内容に異議を申し立て

なかったことなどによれば、職員Ａと会社との間

で、職員Ａの事業開発部長としての業務能力を把

握し、その適正を判断するための試用期間を定め

る合意が成立していた。そして、本件解約告知は、

雇用から 2か月弱でされたものであり、合理的と

いえる。

②ただし、本件解約告知が有効であると認められ

るためには、上記試用期間の趣旨、目的に照らし

客観的に合理的な理由があり、社会通念上も相当

として是認されるものであることが必要である。

③職員Ａの業務能力または業務遂行が著しく不

良であるとか、職員Ａが開発事業部長として不適

格と認めることもできないので、本件解約告知

は、試用期間中の本採用拒否として合理的理由が

あるということはできず、無効である。

【アドバイス】

ヘッドハンティングなどでそれなりの高給と処

遇を用意して迎い入れた労働者の場合によくあ

るトラブルです。会社も即戦力として期待の上、

雇い入れていますので、その期待に見合う働きが

見られない場合は、期待外れということで解雇と

いう流れになりがちです。雇用時に何を期待する

のか、また成果が出ない場合の処遇などについて

は予め書面で合意を得ておくことが肝要です。
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このレポートは，実際の事例をも

とに，何が紛争のポイントなの

か？また紛争を事前に防ぐため

の事業主としてすべきことなど

を簡潔にまとめました。是非参考

になさって下さい。


